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第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年２月９日付の取締役会において、マルカ株式会社（以下「マルカ」といいます。）、エンビ

リオン株式会社（以下「エンビリオン」といいます。）、株式会社 GENDA（以下「GENDA」といいます。）、株式

会社ピーナッツ・クラブ（以下「ピーナッツ・クラブ」といいます。）、株式会社ライジング・プラネット（以

下「ライジング・プラネット」といいます。）、髙森章一氏（以下「髙森章一」といいます。）、浅原慎之輔氏

（以下「浅原慎之輔」といいます。）、有元佐康氏（以下「有元佐康」といいます。）、宇佐美亮氏（以下「宇佐

美亮」といいます。）、市川将氏（以下「市川将」といいます。）、齋藤次郎（以下「齋藤次郎」といいます。）、

齊藤徳也氏（以下「齊藤徳也」といいます。）、二田政士氏（以下「二田政士」といいます。）及び当社代表取

締役社長である佐藤類が代表取締役を務め、その持分の 100％を保有する資産管理会社であるロードランナー

株式会社（以下「ロードランナー」といいます。）、（以下、マルカ、エンビリオン、GENDA、ピーナッツ・クラ

ブ、ライジング・プラネット、髙森章一、浅原慎之輔、有元佐康、宇佐美亮、市川将、齋藤次郎、齊藤徳也、

二田政士及びロードランナーを個別に又は総称して「割当予定先」といいます。）を割当予定先とする、第三

者割当による新株式（以下「本株式」といいます。）の発行（以下「本第三者割当」といいます。）並びに金融

商品取引による届出の効力発生を条件とする、本日付の本株式に係る買取契約（以下「本買取契約」といいま

す。）の締結を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．募集の概要 

＜本株式①＞ 

（１） 払 込 期 間 2024年２月 27日から 2024年２月 29日まで（注１） 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 567,300株 

（３） 発 行 価 額 １株につき 317円 

（４） 資 金 調 達 の 額 

（差引手取概算額） 
179,834,100円（注２） 

（５） 募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、各割当予定先に対して以下のとおり割り当て

る（注３）。 

マルカ 157,700株 

エンビリオン 31,500株 

GENDA 31,500株 

ピーナッツ・クラブ 31,500株 

ライジング・プラネット 31,500株 
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髙森章一 157,700株 

浅原慎之輔 31,500株 

有元佐康 31,500株 

宇佐美亮 31,500株 

市川将 9,400株 

齋藤次郎 9,400株 

齊藤徳也 6,300株 

二田政士 6,300株 

（６） そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とす

る。 

（注）１．本第三者割当に関しては、2024 年２月 27 日から 2024 年２月 29 日までを会社法上の払込期間とし

て決議しております。払込期間を設けた理由は、割当予定先が多数となることから、払込みに係る

決済に何らか支障が生じた場合に備えるためです。 

２．資金調達の額は、本株式に係る払込金額の総額から、本株式に係る発行諸費用の概算額を差し引い

た金額です。 

３．各割当予定先に割り当てようとする株式の数は、各割当予定先が払い込むことが可能な金額の範囲

内で、協議の上定められた株式数です。 

 

＜本株式②＞ 

（１） 払 込 期 間 2024年２月 27日から 2024年２月 29日まで（注１） 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 131,200株 

（３） 発 行 価 額 １株につき 381円 

（４） 資 金 調 達 の 額 

（差引手取概算額） 
49,987,200円（注２） 

（５） 募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、ロードランナーに 131,200株を割り当

てる。 

（６） そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条

件とする。 

（注）１．本株式①の発行とあわせて、同様の払込期間としております。 

２．資金調達の額は、本株式に係る払込金額の総額から、本株式に係る発行諸費用の概算額を差し引い

た金額です。 

 

２．募集の目的及び理由 

当社グループは、以前よりエクイティ・ファイナンスによる資金調達を進めてきており、当社グループの中

核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」の事業拡大を中心としたその他の既存及び新規プロジェ

クトへの投資による事業の成長と収益性の向上へ注力してまいりました。 

2021年９月８日付の「第三者割当による行使価額修正条項付第35回及び第36回新株予約権の発行並びに新

株予約権買取契約（ターゲット・イシュー・プログラム「TIP」）の締結に関するお知らせ」にて公表いたしま

した資金調達における調達資金につきましては、「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業への投資として、

景品仕入費用及びプロモーション費用へ充当し、該当タイトルの魅力を広くユーザーの皆様へお伝えできたこ

とにより、顧客層の拡大及び認知度の向上につながりました。しかしながら、競合他社によるオンラインク

レーンゲームアプリへの新規参入が増加したことに起因して、売上高及び利益面では、当初予定していたほど
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の向上には至りませんでした。この結果、業績の低迷等を背景とした当社株価の下落により、当初予定してい

た調達資金額約 1,800百万円に対して、実際の調達額は 917百万円にまで減少し、不足分については自己資金

により、当初の資金使途である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業への投資及び新規タイトルに係る

プロモーション費用へ充当しております。 

2022 年５月 27 日付の「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」にて公表いたしました資金調達

における調達資金約 446 百万円については、当初の予定どおり、「オンラインクレーンゲーム・トレバ」にお

ける事業構造改善費用として、一部事業所の撤退に伴う原状回復費用約 40 百万円を充当するとともに、新規

タイトルプロモーション費用へ約 280百万円、新規プロジェクトの発足に係る人件費及び諸経費へ約 126百万

円をそれぞれ充当することにより収益性の改善・強化を実施しました。しかしながら、引き続きオンラインク

レーンゲームアプリへの新規参入が相次いだことによる競争環境の激化の影響が想定よりも大きく、当社グ

ループの業績を回復するまでには至りませんでした。 

また、2023 年１月 20 日付の「第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債並びに行使価額

修正条項付第 37回及び第 38回新株予約権の発行に関するお知らせ」にて公表いたしました資金調達における

調達資金約 518百万円については、新規タイトル及び新サービス開始に係る追加開発費用へ充当し、各種コン

テンツ拡充やグラフィック面でのクオリティの向上によって完成度をより高めたタイトル作品としてブラッ

シュアップを行いましたが、当社グループの課題としていた開発期間の長期化を解消するまでには至っており

ません。また、子会社におけるオンラインクレーンゲーム運営受託事業の開発費用及び運転資金へ充当し、運

営受託事業を開始できる基盤整備は進んだものの、現状において、新規でのオンラインクレーンゲームにおけ

る新規ユーザー獲得の競争環境は極めて厳しく、オンラインクレーンゲーム運営受託事業を収益化に繋げるこ

とは困難な状況となっております。これに加えて、当社グループの業績低迷等を背景とした当社株価の下落に

より、当初想定していた金額及びペースでの調達は困難な状況が続いている状況下において、より速やかな財

務体質の改善及び円滑な資金調達の重要性が高いことから、2023年10月20日付の「第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債及び行使価額修正条項付第 37 回新株予約権の買入れ及び消却に関するお知らせ」にて公表

いたしましたとおり、当該新株予約権付社債及び新株予約権については、買入れ及び消却を行い、新たに行使

価額修正条項付第 39回及び第 40回新株予約権（以下「前回資金調達」といいます。）を発行しております。 

前回資金調達につきましては、2023 年 10 月 20 日付の「第三者割当による行使価額修正条項付第 39 回及び

第 40 回新株予約権の発行並びに第三者割当て契約の締結に関するお知らせ」にて公表いたしましたとおり、

「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業の中国市場展開に係る費用並びに新規及び既存タイトルの開発費

用を資金使途として、発行総数 23,500個（2,350,000株）、第 39回新株予約権当初行使価額 400円、第 40回

新株予約権当初行使価額 500円、当初調達見込み額約 996百万円を予定していたものの、当社グループの業績

低迷が長引いていること等に起因した株価低迷により、2024 年２月９日現在において行使が進んでおらず、

調達ができておりません。前回資金調達の割当先である DIC 投資事業組合（以下「前回割当先」といいます。）

は、当社の事業戦略及び事業展開に理解を有しており、当社の前回資金調達における資金需要に応じて、第

39 回及び第 40 回新株予約権を行使する意向がありますが、前回割当先は、あくまで保有する当社株式の売却

資金を原資とする行使を前提としているところ、現在、当社株価が、第 39回新株予約権及び第 40回新株予約

権の下限行使価額（204 円。但し、当社の発行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性

がある場合には、調整されることがあります。）を上回って推移しているものの、上記のとおり、当社グルー

プの業績低迷等を背景とした当社株価の下落もあり、早々に行使を進めることが厳しい状況となっているため、

両回号とも、当初想定していた金額及びペースでの調達は困難な状況が続いています。当社グループは、前回

資金調達の資金使途において、当面の間は自己資金の充当により対応する方針であるため、第 39 回及び第 40
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回新株予約権については、今後株価が上昇した場合に備え、前回割当先とも協議の上で、現時点での取得及び

消却は予定しておりません。今後の行使状況や株価推移等を踏まえて取り扱いを判断してまいります。 

また、昨今においては、新型コロナウイルス禍に対する行動制限の緩和により経済活動の正常化及び個人消

費の回復傾向が見られるものの、世界的な金融引き締めに伴う景気の下振れリスクがある中、ロシア・ウクラ

イナにおける社会情勢の動向が懸念されており、今後の景気及び株式市場の展望においては、先行きが極めて

不透明です。当社グループの経営成績においても、以前から、エクイティ・ファイナンスによる調達資金の充

当による収益改善・強化に注力してまいりましたが、当初計画していた資金使途に見合った資金調達ができな

かったことによる事業活動の制約等により、開発タイトルの長期化に伴うリリースの延期や開発コストの増加、

既存タイトルの売上高の低迷によって、収益面における改善計画は厳しい状況で推移しており、早期での財務

体質及び収益の改善が重要な課題となっております。 

なお、上記エクイティ・ファイナンスの調達資金の充当状況の詳細につきましては下記「10．最近３年間の

業績及びエクイティ・ファイナンスの状況（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況」をご参照く

ださい。 

上記のように当社グループにとって効果的な資金調達が進んでいない一方で、現在、当社が属するオンライ

ンゲーム・ソーシャルゲーム業界は、スマートフォンやタブレット等、情報端末の普及が減速したことに伴う

ユーザー数の鈍化に懸念はあるものの、海外向けサービスの堅調な成長が見受けられ、グローバルにユーザー

の獲得競争が続いております。昨今では、当社グループの中核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレ

バ」が属するオンラインクレーンゲームアプリへの他社参入における市場の拡大や環境の変化が進んだことに

よる事業戦略の重要性が高まっております。 

このような環境の中、当社はこれまで、独自の技術力を以て構成された通信遅延の影響を緩和した快適な操

作性、物流ノウハウ、筐体数、登録ユーザー数及び取り扱うことのできる景品数等により、安定的な事業の成

長を促進するよう努めてまいりました。中でも、当社の中核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」

においては、現在まで集客及び継続率向上に対するアプローチを強く進めてきており、世代を問わず継続的な

プロモーションによる顧客層の拡大を進めるとともに定期的なシステムのメンテナンスによる快適な操作性の

実現や常に新しいプライズアイテムを追加することによって長く楽しんで頂けるサービス内容での展開に努め

てまいりました。 

しかし、他社参入に伴う競争の激化により、収益の向上に対する効果が想定より下回っている状況下におい

ては、既存タイトルの業績回復及び拡大並びに新規タイトルにおける売上収益の確保による収益性の安定化が

重要な課題であると考えております。 

現在の当社グループにおいてはリリースタイトルの収益改善を進めるべく、他社との差別化を図る施策及び

削減可能なコストの洗い出しによる収益基盤の構築に努めております。既存タイトルである「オンラインク

レーンゲーム・トレバ」においては、現在、中国市場へ向けたカスタマイズを進めつつ、景品仕入や配送業務

を含めた外注先の再検討による外注費用の削減を進めております。しかしながら、現状におけるユーザーの継

続率の低下においては、施策により早期に改善を進める必要があり、当社グループは今後の業績回復及び拡大

を目的として、特に人気 IP 景品を含めた取り扱い景品の大幅増加や効果的なプロモーション媒体の活用、新

規筐体の開発による遊戯性の向上によって、継続率の向上及びユーザーの呼び戻しを図ってまいります。また、

2023年11月16日より配信を開始している新規タイトル「テラビット」においては、ゲーム内における各種コ

ンテンツの開発を進めておりますが、今後も継続的な新規コンテンツの拡充による魅力的なタイトルへカスタ

マイズしていくとともに、開発中タイトルも含めたプロモーションの強化に注力していくことにより顧客層の

拡大及び認知度の向上を目指してまいります。 
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しかしながら、当社グループは新規タイトルの複数開発を進めていた中で、その開発期間の長期化により当

初想定していた時期からリリースが延長したことに伴う開発コストの増加や既存タイトルにおける他社参入に

伴う競争の激化によって売上高が低迷したことにより、当社グループの事業資金は 2023年 11月末現在保有す

る現金及び預金残高 1,283百万円となっており、当社グループにおける中長期的な財務戦略の観点からは厳し

い状況で推移しております。 

このような状況において、当社グループの業績は、2023 年５月期まで３期連続して重要な連結営業損失、

連結経常損失及び親会社株式に帰属する当期純損失を計上し、2024 年５月期第２四半期連結累計期間におい

ては、重要な連結営業損失 909百万円、連結経常損失 901百万円、親会社株式に帰属する四半期純損失 848百

万円を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりま

す。当社グループは、このような状況の解消を早期に図るべく、各種対応策を講じておりますが、既存及び新

規タイトルの売上動向や各種経費削減策については将来の予想を含めていることから、計画どおりに収益が改

善しない可能性があり、2024 年５月期第２四半期連結累計期間末時点において継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。 

そこで当社グループは、上記のような速やかな財務体質の改善及び円滑な資金調達の実施を目的として、今

回、本第三者割当の実施を決議いたしました。 

本第三者割当による調達資金は、当社グループが利益回復及び新たな収益基盤の強化を目指すにあたり、既

存及び新規タイトルの利益回復を目的としてオンラインゲーム事業の開発及び運営関連費用に充当する予定で

す。 

当社グループは、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる状況にありますが、今回の資金調達

により当該状況の早期解消を図るべく対応するとともに、当社グループの財務基盤の安定及び収益性の改善に

努め、今後のリリースタイトルにおける安定的な運営及び提供による当社の事業成長を目指してまいります。 

なお、本件における具体的な資金使途及び支出予定時期につきましては、後記「３．調達する資金の額、

使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載しております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 229,821,300円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 11,300,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 218,521,300円 

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用（約７百万円）、信用調査費用（約２百万円）、その他諸

費用（株式事務手数料及び変更登記費用）（約２百万円）であります。 
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（２）調達する資金の具体的な使途 

上記差引手取概算額 218,521,300円の具体的な使途につきましては、下表記載のとおり充当する予定であ

ります。なお、調達資金を実際に支出するまでは、当社預金口座で適切に管理する予定であります。 

具体的な使途 
金額 

（百万円） 
支出予定時期 

オンラインゲーム事

業の開発及び運営関

連費用 

「オンラインクレーンゲーム・ト

レバ」事業の開発及び運営費用 
198 2024年３月～2024年 11月 

「テラビット」事業のプロモー

ション費用 
10 2024年３月～2024年６月 

「BLACK STELLA PTOLOMEA」事業

のプロモーション費用 
10 2024年３月～2024年６月 

合計 218 － 

 

上記表中に記載された資金使途に関する詳細は以下のとおりです。 

 

現在、当社グループにおけるオンラインゲーム事業は、既存タイトルである「オンラインクレーンゲー

ム・トレバ」を中核事業として、新規タイトルの複数開発及び既存タイトルの追加開発による継続的な追加

開発によるコンテンツ拡充を進めてまいりました。「オンラインクレーンゲーム・トレバ」においては、新規

筐体の開発による遊戯性の向上や中国市場へ向けたカスタマイズを進めている中で、全社的な経費削減の一

環として景品仕入や販売促進費予算の削減による収益性の回復に注力したものの、他社参入による競争の激

化等による市場環境の変化を背景として、利用率及び継続率の低下によって売上高及び利益面で減少し、当

社グループの 2024年５月期第 1四半期連結会計期間における「オンラインクレーンゲーム・トレバ」を中心

としたオンラインゲーム事業の売上高 799 百万円及びセグメント損失 178 百万円は、2024 年５月期第２四半

期連結会計期間において、売上高は166百万円減少し、632百万円となり、セグメント損失は204百万円とな

りました。「オンラインクレーンゲーム・トレバ」における現状の経営成績に鑑み、現在、早期での利益回復

を目的とした施策の実行が重要な課題となっております。引き続き可能な限りでの経費削減は進めていく必

要があるものの、現状の「オンラインクレーンゲーム」における需要動向を検討した結果、収益貢献へ繋が

る蓋然性が高い人気 IP景品の取り扱いを含めた景品仕入予算の増加及び国内外プロモーション活動予算の増

加を行うことが、当社グループの「オンラインクレーンゲーム・トレバ」において、20 期における大規模プ

ロモーションの実施に伴う景品仕入数の増加及び使用率の上昇によって過去最高益となった背景からも、収

益貢献へ繋がる蓋然性が高いアプローチであり、ユーザーの呼び戻しや新たな顧客層への認知度を高めてい

く事にも繋がることで、当該事業における売上収益の増加に必要な施策だと考えております。 

また、既存タイトルである「テラビット」につきましては、2023 年 11 月 16 日の配信開始以降、ゲーム内

における様々なコンテンツの追加開発を進めております。今後においても継続的な追加開発は魅力的なタイ

トルの提供に必要な要素としてブラッシュアップを行っておりますが、加えて著名なインフルエンサーとの

コラボ等、効果的なプロモーション活動による顧客層の拡大とユーザー数の増加を目指してまいりたいと考

えております。 

スマートフォン向け新規タイトルである「BLACK STELLA PTOLOMEA」につきましては、2023年 11月 30日に

配信を開始したものの、接続の問題等による不具合が発生したことに伴い安定的な提供には大幅なメンテナ

ンスの必要性が高いことにより、大規模な改修及び品質テストを進めております。現在、ストーリー及び機

能面での追加要素の実装も加えて再リリースを予定しておりますが、当該内容に伴い再リリース時に合わせ
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たプロモーション活動を進めることにより、お待ちいただいているユーザーのみならず広く集客を行うこと

による新規タイトルの成長を促進してまいります。 

上記のとおり、本第三者割当における調達資金 218百万円においては、「オンラインクレーンゲーム・トレ

バ」における景品仕入費用 80百万円、配送費用 80百万円、プロモーション費用 30百万円、新規筐体の開発

に係る外注費８百万円、既存タイトル「テラビット」におけるプロモーション費用 10百万円、新規タイトル

「BLACK STELLA PTOLOMEA」におけるプロモーション費用 10百万円、それぞれに充当する方針としておりま

す。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、本株式の発行は、上記「２．募集の目的及び理由」に記載したとおり、当社の事業遂行に際しての

必要性が極めて高く、中長期的な視点から今後の当社の企業価値、株主価値の向上に寄与するものと考えてお

ります。また、今回のファイナンスにより調達した資金を、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定

時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当することによって、中長期的な企業価値向上及

び業績拡大に資すると考えております。以上から、今回のファイナンスは、株主価値の向上に資する合理的な

ものであると考えております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

払込金額につきましては、本株式①につき本株式の発行に係る取締役会決議の前営業日（2024 年２月８日）

における東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値である 317 円とし、本株式②につき本株式の発行に

係る取締役会決議の前営業日（2024 年２月８日）における東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値の

120％に相当する金額である 381円としました。本株式②については、ロードランナーが、他の割当予定先と

は異なり、当社代表取締役である佐藤類が代表取締役を兼務する資産管理会社であるため、当社の役員の立

場として、他の割当予定先よりも高額で引受けていただくこととなり、協議をしたところ佐藤類から東京証

券取引所が公表した当社普通株式の終値の 120％としたい旨の提案を受けて決定いたしました。また、取締

役会決議の前営業日における終値を採用することといたしましたのは、直近の株価が現時点における当社の

客観的企業価値を適正に反映していると判断したためです。これらの払込金額はいずれも、日本証券業協会

の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠して決定されたものであり、特に有利な払込金額に該当

しないものと判断しております。 

なお、本株式①に係る払込金額 317 円につきましては、本株式の発行に係る取締役会決議の前営業日

（2024 年２月８日）までの直近１か月間における東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値の平均値で

ある 281円（小数点以下を四捨五入。以下、平均株価の計算について同様に計算しております。）に対し

12.81％のプレミアム（小数点以下第三位を四捨五入。以下、株価に対するプレミアム率の数値の計算に

ついて同様に計算しております。）、同直近３か月間の当社普通株式の普通取引の終値の平均値である 303

円に対し 4.62％のプレミアム、同直近６か月間の当社普通株式の普通取引の終値の平均値である 345 円に対

し 8.12％のディスカウントとなります。また、本株式②に係る払込金額 381 円につきましては、本株式の発

行に係る取締役会決議の前営業日（2024 年２月８日）までの直近１か月間における東京証券取引所が公表し

た当社普通株式の終値の平均値である 281 円に対し 35.59％のプレミアム、同直近３か月間の当社普通株式

の普通取引の終値の平均値である 303 円に対し 25.74％のプレミアム、同直近６か月間の当社普通株式の普

通取引の終値の平均値である 345円に対し 10.43％のプレミアムとなります。 
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以上のことから、当社は、本株式の払込金額の決定方法は、適正かつ妥当であり、本株式の払込金額は、

割当予定先に特に有利な金額には該当しないものと判断しております。この判断に基づいて、当社取締役会

は、本株式の発行条件について十分に討議、検討を行い、本株式①の発行については取締役全員の賛成によ

り、本株式②の発行については割当予定先であるロードランナーの株主及び代表取締役を兼任する当社代表

取締役社長佐藤類を除く取締役全員の賛成により、その発行を決議いたしました。なお、本株式②の発行に

係る決議に際し、ロードランナーの株主及び代表取締役である佐藤類は、特別利害関係があることから、当

該決議に関する意向の表明を差し控え、決議にも参加しておりません。また、本株式②の発行につき、ロー

ドランナーの株主及び代表取締役である佐藤類を除く取締役全員の賛成により利益相反取引の承認につき決

議いたしました。 

また、当社監査役３名（うち社外監査役２名）から、本株式①及び本株式②の払込金額はいずれも、

当社株式の価値を表す客観的な指標である市場価格を基準にしており、直近の株価が現時点における当

社の客観的企業価値を適正に反映していると判断した上で取締役会決議の前営業日における終値を基準

として決定されていること、及び日本証券業協会の指針も勘案して決定されていることから、割当予定

先に特に有利な金額ではなく適法である旨の意見を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本株式の発行数量は、普通株式 698,500 株であり、2023 年 11 月 30 日現在の当社発行済普通株式数

（11,682,982株）に占める割合は 5.98％、議決権総数（116,779個）に占める割合は 5.98％に相当します。

また、当社が 2023年 10月 27日付で発行した第 39回及び第 40回新株予約権の全てが行使された場合に交付

される株式数（議決権数）は 2,350,000株（議決権 23,500個）となり、本株式の数との合計は 3,048,500株

（議決権数 30,485個）であり、第 39回及び第 40回新株予約権が全て行使された場合における 2023年 11月

30 日現在の当社発行済株式総数（11,682,982 株）に占める割合は 26.09％、議決権総数（116,779 個）に占

める割合は 26.10％に相当します。 

しかしながら、当社といたしましては、本株式の発行は、上記「２．募集の目的及び理由」に記載したと

おり、当社の事業遂行に際しての必要性が極めて高く、中長期的な視点から今後の当社の企業価値、株主価

値の向上に寄与するものと考えております。また、本新株の発行により調達する資金を原資として、上記

「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当

することによって、中長期的な企業価値向上及び業績拡大に資すると考えております。 

加えて、本株式の株式数 698,500 株に対し、当社普通株式の過去６か月間における１日当たり平均出来高

は 326,935 株であり、一定の流動性を有していることから、希薄化が株主の皆様に与える影響を考慮しても

なお、本株式の発行には必要性及び相当性が認められると考えております。したがって、本株式の発行数量

及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断いたしました。 

なお、「９．企業行動規範上の手続き」に記載のとおり、本第三者割当及び第 39回及び第 40回新株予約権

に係る潜在株式数を合算した場合の希薄化率が 25％以上となることから、東京証券取引所の定める有価証券

上場規程第 432 条に基づき、特別委員会を設置いたしました。同委員会は本第三者割当の必要性及び相当性

につき検討し、「９．企業行動規範上の手続き」に記載のとおり、本第三者割当につき、必要性及び相当性が

認められるとの意見を表明しております。かかる観点からも、本第三者割当による資金調達に係る株式の希

薄化の規模は、市場に過度の影響を与える規模ではなく、株主価値向上の観点からも合理的であると判断い

たしました。 
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６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

①マルカ 

（１） 名 称 マルカ株式会社 

（２） 所 在 地 東京都台東区橋場一丁目２番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 久保 良信 

（４） 事 業 内 容 

玩具及び雑貨の企画、輸入及び販売 

玩具花火の企画、輸入及び販売 

業務用ゲーム機器及び景品の企画、販売 

（５） 資 本 金 １億円 

（６） 設 立 年 月 日 1962年７月２日 

（７） 発 行 済 株 式 数 4,641,275株（2024年１月 12日現在） 

（８） 決 算 期 ９月 

（９） 従 業 員 数 105名 

(10) 主 要 取 引 先 株式会社イオンファンタジー 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 株式会社ＭＧＭ 78.62％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 
取 引 関 係 

当社は、オンラインクレーンゲーム・トレバ事業において、

マルカから、景品仕入を行っています。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（12） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年９月期 2022年９月期 2023年９月期 

 純 資 産 1,447 1,553 1,527 

 総 資 産 4,975 4,838 5,116 

 １ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） － － － 

 売 上 高 6,800 7,145 6,890 

 営 業 利 益 253 189 170 

 経 常 利 益 251 184 163 

 
親 会 社 株 主 に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 
142 117 56 

 １株当たり当期純利益（円） － － － 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 

（単位：百万円。特記しているものを除く） 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、マルカから、マルカ、その役員及び主要株

主が反社会的勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さら

に、マルカ、その役員及び主要株主について、反社会的勢力であるか否か、並びにマルカ、その役員及

び主要株主が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについて、独自に専門の第三者調査機関

である、株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 

寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を受領いたしました。当該調査報告書において、

マルカ、その役員若しくは主要株主が反社会的勢力である、又はマルカ、その役員若しくは主要株主が
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反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、マルカ、

その役員及び主要株主が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引

所に提出しております。 

 

②エンビリオン 

（１） 名 称 エンビリオン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂九丁目６番 30号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 吉田 あいか 

（４） 事 業 内 容 職業紹介事業・労働者派遣事業 

（５） 資 本 金 7,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 2020年５月 22日 

（７） 発 行 済 株 式 数 7,000株 

（８） 決 算 期 ４月 

（９） 従 業 員 数 40名 

(10) 主 要 取 引 先 株式会社 MOFMOF 

（11） 主 要 取 引 銀 行 PayPay銀行株式会社 

（12） 大株主及び持株比率 有田 健人 100.0％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 人材派遣 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（12） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年４月期 2022年４月期 2023年４月期 

 純 資 産 ９ △７ △18 

 総 資 産 13 ３ ５ 

 １ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） － － － 

 売 上 高 － － 12 

 営 業 利 益 △10 △17 △10 

 経 常 利 益 △９ △17 △10 

 
親 会 社 株 主 に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 
△10 △17 △10 

 １株当たり当期純利益（円） － － － 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 

（単位：百万円。特記しているものを除く） 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、エンビリオンから、エンビリオンが反社

会的勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、エ

ンビリオンについて、反社会的勢力であるか否か、並びにエンビリオンが反社会的勢力と何らかの関

係を有しているか否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リ

サーチ（東京都港区赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月

７日に調査報告書を受領いたしました。当該調査報告書において、エンビリオンが反社会的勢力であ

る、又はエンビリオンが反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以
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上により、当社は、エンビリオンが反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を

東京証券取引所に提出しております。 

 

③GENDA 

（１） 名 称 株式会社 GENDA 

（２） 
所 在 地 

東京都港区東新橋一丁目９番１号東京汐留ビルディング 17

階 

（３） 
代表者の役職・氏名 

代表取締役会長 片岡 尚 

代表取締役社長 申 真衣 

（４） 事 業 内 容 アミューズメント事業 

（５） 資 本 金 21億 6,090万円 

（６） 設 立 年 月 日 2018年５月 10日 

（７） 発 行 済 株 式 数 34,296,600株（2023年 12月 13日現在） 

（８） 決 算 期 １月 

（９） 従 業 員 数 367名（2023年１月期末時点） 

(10) 
主 要 取 引 先 

連結損益計算書の売上高の 10％以上を占める取引先がない

ため、該当事項はありません。 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

（12） 

大株主及び持株比率 

吉村 英毅・ミダス B投資事業有限責任組合 39.44％ 

片岡 尚 15.00％ 

ミダスキャピタル Gファンド有限責任事業組合 4.71％ 

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT （常任代理人 香港上海銀行

東京支店 カストディ業務部） 4.52％ 

申 真衣 3.49％ 

合同会社シンマイ 3.04％ 

株式会社日本カストディ銀行 （信託口） 2.93％ 

マリンフード株式会社 1.77％ 

株式会社グローウィング 1.77％ 

Soltec Investments Pte. Ltd. （常任代理人 平川 和真） 

1.18％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（12） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年１月期 2022年１月期 2023年１月期 

 連 結 純 資 産 1,857 7,744 11,240 

 連 結 総 資 産 4,114 26,708 31,033 

 １株当たり連結純資産（円） 26,169.60 242.45 353.27 

 連 結 売 上 高 1,019 38,111 46,091 

 連 結 営 業 利 益 － 4,024 4,244 

 連 結 経 常 利 益 △272 3,939 4,011 

 親 会 社 株 主 に △526 2,727 3,494 
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帰 属 す る 連 結 当 期 純 利 益 

 
１株当たり連結当期純利益

（ 円 ） 

△8,551.49 93.58 
109.99 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 

（単位：百万円。特記しているものを除く） 

（注）１．当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、GENDAから、GENDA、その役員及び主

要株主が反社会的勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けておりま

す。さらに、GENDA、その役員及び主要株主について、反社会的勢力であるか否か、並びに

GENDA、その役員及び主要株主が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについて、独自

に専門の第三者調査機関である、株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区赤坂二丁目 16

番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024年２月７日に調査報告書を受領いたし

ました。当該調査報告書において、GENDA、その役員若しくは主要株主が反社会的勢力である、又

は GENDA、その役員若しくは主要株主が反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はあり

ませんでした。以上により、当社は、GENDA、その役員及び主要株主が反社会的勢力と一切の関係

がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しております。 

２．2021年１月期は、連結財務諸表を作成していないため、単体の業績を記載しております。 

 

④ピーナッツ・クラブ 

（１） 名 称 株式会社ピーナッツ・クラブ 

（２） 所 在 地 大阪府東大阪市御厨南二丁目１番 33号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 前田 泰裕 

（４） 事 業 内 容 

アミューズメント施設向け雑貨・玩具などの企画・製作・販

売、カプセルトイの販売、量販店への販売、オンラインク

レーン事業の運営 

（５） 資 本 金 9,500万円 

（６） 設 立 年 月 日 1971年９月 16日 

（７） 発 行 済 株 式 数 10,100株（2024年１月 16日現在） 

（８） 決 算 期 ８月 

（９） 従 業 員 数 58名 

(10) 主 要 取 引 先 株式会社アミパラホールディングス 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社りそな銀行 

（12） 大株主及び持株比率 株式会社ピーナッツクラブホールディングス 100.0％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 
取 引 関 係 

当社は、オンラインクレーンゲーム・トレバ事業において、

ピーナッツ・クラブから、景品仕入を行っています。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（12） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年８月期 2022年８月期 2023年８月期 

 純 資 産 1,310 1,459 1,495 

 総 資 産 3,526 3,108 2,860 

 １ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） － － － 

 売 上 高 5,915 6,554 6,368 



- 13 - 
 

 営 業 利 益 490 272 140 

 経 常 利 益 554 368 227 

 
親 会 社 株 主 に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 
392 285 135 

 １株当たり当期純利益（円） － － － 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 

（単位：百万円。特記しているものを除く） 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、ピーナッツ・クラブから、ピーナッツ・

クラブ、その役員及び主要株主が反社会的勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表

明保証を受けております。さらに、ピーナッツ・クラブ、その役員及び主要株主について、反社会的

勢力であるか否か、並びにピーナッツ・クラブ、その役員及び主要株主が反社会的勢力と何らかの関

係を有しているか否かについて、独自に専門の第三者調査機関である、株式会社セキュリティー＆リ

サーチ（東京都港区赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月

７日に調査報告書を受領いたしました。当該調査報告書において、ピーナッツ・クラブ、その役員若

しくは主要株主が反社会的勢力である、又はピーナッツ・クラブ、その役員若しくは主要株主が反社

会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、ピーナッ

ツ・クラブ、その役員及び主要株主が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書

を東京証券取引所に提出しております。 

 

⑤ライジング・プラネット 

（１） 名 称 株式会社ライジング・プラネット 

（２） 所 在 地 東京都港区南青山二丁目 11番 13号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 三井 政慶 

（４） 事 業 内 容 有価証券の保有及び運用 

（５） 資 本 金 100万円 

（６） 設 立 年 月 日 2011年８月 11日 

（７） 発 行 済 株 式 数 20株 

（８） 決 算 期 ２月 

（９） 従 業 員 数 １名 

(10) 主 要 取 引 先 － 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 三井 政慶 100.0％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（12） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年２月期 2022年２月期 2023年２月期 

 純 資 産 24 38 38 

 総 資 産 106 123 127 

 １ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） － － － 

 売 上 高 － 26 31 

 営 業 利 益 △０ 18 ２ 
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 経 常 利 益 △２ 18 １ 

 
親 会 社 株 主 に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 
△２ 14 ０ 

 １株当たり当期純利益（円） － － － 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 

（単位：百万円。特記しているものを除く） 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、ライジング・プラネットから、ライジン

グ・プラネットが反社会的勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けて

おります。さらに、ライジング・プラネットについて、反社会的勢力であるか否か、並びにライジン

グ・プラネットが反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについて、独自に専門の第三者調

査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：

羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を受領いたしました。当該調査報告書

において、ライジング・プラネットが反社会的勢力である、又はライジング・プラネットが反社会的

勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、ライジング・

プラネットが反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出

しております。 

 

⑥髙森章一 

（１） 氏名 髙森 章一 

（２） 住所 東京都港区 

（３） 職業の内容 株式会社ティーエス 代表取締役 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 該当事項はありません。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、髙森章一から、髙森章一が反社会的勢力

ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、髙森章一に

ついて、反社会的勢力であるか否か、並びに髙森章一が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区

赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を

受領いたしました。当該調査報告書において、髙森章一が反社会的勢力である、又は髙森章一が反社

会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、髙森章一

が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しておりま

す。 

 

⑦浅原慎之輔 

（１） 氏名 浅原 慎之輔 

（２） 住所 神奈川県藤沢市 

（３） 職業の内容 当社従業員 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 従業員 

 取引関係 該当事項はありません。 
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（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、浅原慎之輔から、浅原慎之輔が反社会的

勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、浅原慎

之輔について、反社会的勢力であるか否か、並びに浅原慎之輔が反社会的勢力と何らかの関係を有し

ているか否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東

京都港区赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査

報告書を受領いたしました。当該調査報告書において、浅原慎之輔が反社会的勢力である、又は浅原

慎之輔が反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社

は、浅原慎之輔が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に

提出しております。 

 

⑧有元佐康 

（１） 氏名 有元 佐康 

（２） 住所 東京都新宿区 

（３） 職業の内容 株式会社スカラベスタジオ 代表取締役 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 該当事項はありません。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、有元佐康から、有元佐康が反社会的勢力

ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、有元佐康に

ついて、反社会的勢力であるか否か、並びに有元佐康が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区

赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を

受領いたしました。当該調査報告書において、有元佐康が反社会的勢力である、又は有元佐康が反社

会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、有元佐康

が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しておりま

す。 

 

⑨宇佐美亮 

（１） 氏名 宇佐美 亮 

（２） 住所 東京都豊島区 

（３） 職業の内容 株式会社コメットーク 代表取締役 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 該当事項はありません。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、宇佐美亮から、宇佐美亮が反社会的勢力

ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、宇佐美亮に

ついて、反社会的勢力であるか否か、並びに宇佐美亮が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区

赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を

受領いたしました。当該調査報告書において、宇佐美亮が反社会的勢力である、又は宇佐美亮が反社
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会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、宇佐美亮

が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しておりま

す。 

 

⑩市川将 

（１） 氏名 市川 将 

（２） 住所 埼玉県川口市 

（３） 職業の内容 当社従業員 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 従業員 

 取引関係 該当事項はありません。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、市川将から、市川将が反社会的勢力では

なく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、市川将について、

反社会的勢力であるか否か、並びに市川将が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについ

て、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区赤坂二丁目

16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を受領いたし

ました。当該調査報告書において、市川将が反社会的勢力である、又は市川将が反社会的勢力と何ら

かの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、市川将が反社会的勢力と

一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しております。 

 

⑪齋藤次郎 

（１） 氏名 齋藤 次郎 

（２） 住所 東京都品川区 

（３） 職業の内容 株式会社ファイブゼロ 代表取締役 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 
取引関係 

齋藤次郎は、当社のオンラインゲーム事業における取引先である企

業の取締役です。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、齋藤次郎から、齋藤次郎が反社会的勢力

ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、齋藤次郎に

ついて、反社会的勢力であるか否か、並びに齋藤次郎が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区

赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を

受領いたしました。当該調査報告書において、齋藤次郎が反社会的勢力である、又は齋藤次郎が反社

会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、齋藤次郎

が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しておりま

す。 
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⑫齊藤徳也 

（１） 氏名 齊藤 徳也 

（２） 住所 東京都中野区 

（３） 職業の内容 当社従業員 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 従業員 

 取引関係 該当事項はありません。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、齊藤徳也から、齊藤徳也が反社会的勢力

ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、齊藤徳也に

ついて、反社会的勢力であるか否か、並びに齊藤徳也が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区

赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を

受領いたしました。当該調査報告書において、齊藤徳也が反社会的勢力である、又は齊藤徳也が反社

会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、齊藤徳也

が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しておりま

す。 

 

⑬二田政士 

（１） 氏名 二田 政士 

（２） 住所 埼玉県吉川市 

（３） 職業の内容 当社従業員 

（４） 上場会社と当該個人との間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 従業員 

 取引関係 該当事項はありません。 

（注）当社は、割当予定先との間で締結する本買取契約において、二田政士から、二田政士が反社会的勢力

ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係ない旨の表明保証を受けております。さらに、二田政士に

ついて、反社会的勢力であるか否か、並びに二田政士が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区

赤坂二丁目 16 番６号、代表取締役：羽田 寿次）に調査を依頼し、2024 年２月７日に調査報告書を

受領いたしました。当該調査報告書において、二田政士が反社会的勢力である、又は二田政士が反社

会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上により、当社は、二田政士

が反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しておりま

す。 
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⑭ロードランナー 

（１） 名 称 ロードランナー株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区神宮前二丁目２番 39号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 佐藤 類 

（４） 事 業 内 容 佐藤類の財産保全会社 

（５） 資 本 金 100万円 

（６） 設 立 年 月 日 2019年４月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 100株（2021年３月 31日現在） 

（８） 決 算 期 ３月 

（９） 従 業 員 数 １名 

(10) 主 要 取 引 先 － 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 佐藤 類 100.0％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 佐藤類は、当社の代表取締役社長であります。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（12） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

 純 資 産 186 165 118 

 総 資 産 494 422 373 

 １ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） － － － 

 売 上 高 － － － 

 営 業 利 益 △９ △７ △１ 

 経 常 利 益 △21 △20 △47 

 
親 会 社 株 主 に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 
△21 △20 △47 

 １株当たり当期純利益（円） － － － 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 

（単位：百万円。特記しているものを除く） 

（注）当社は、当社の代表取締役社長である佐藤類から、ロードランナーは同氏が代表取締役を兼務する同

氏の資産管理会社であり、同社が反社会的勢力とは無関係である旨聴取しております。また、当社は、

同氏に、ロードランナーが反社会的勢力と関係を有する取引先及び従業員を有していないことを、口

頭で確認しております。以上により、当社は、ロードランナー、その役員及び主要株主が反社会的勢

力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

①マルカ 

マルカは当社の主要な取引先及び重要なビジネスパートナーであります。具体的には、当社の中核事業で

ある「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業において、重要な景品仕入業務における仕入先となります。

当社グループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」

に記載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１月上旬頃、マルカの代表取締
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役である久保良信氏に対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事業展開及び今後の成長性に

ついて理解のもと、マルカより出資の申し入れがあったため、割当予定先として選定いたしました。 

 

②エンビリオン 

エンビリオンは当社の主要な取引先であります。具体的には管理系人員の派遣等を受けています。当社グ

ループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記

載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１月中旬頃、同社の 100％株主であ

る有田健人氏に対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事業展開及び今後の成長性について

理解のもと、エンビリオンより出資の申し入れがあったため、割当予定先として選定いたしました。 

 

③GENDA 

GENDA は当社と同じオンラインクレーンゲームを運営する企業であり、代表取締役会長である片岡尚氏は、

共通の知人を介して知り合った当社代表取締役である佐藤類の知人であります。当社グループが、上記「３．

調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載のとおりの資金需要

に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１月上旬頃、同社に対して出資を検討頂けないか打診をし

たところ、当社の事業展開及び今後の成長性について理解のもと、GENDA より出資の申し入れがあったため、

割当予定先として選定いたしました。 

 

④ピーナッツ・クラブ 

ピーナッツ・クラブは当社の主要な取引先及び重要なビジネスパートナーであります。具体的には、当社

の中核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業において、重要な景品仕入業務における仕入

先となります。当社グループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金

の具体的な使途」に記載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１月上旬頃、

ピーナッツ・クラブの代表取締役である前田泰裕氏に対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社

の事業展開及び今後の成長性について理解のもと、ピーナッツ・クラブより出資の申し入れがあったため、

割当予定先として選定いたしました。 

 

⑤ライジング・プラネット 

ライジング・プラネットは、当社共通の知人である齋藤次郎氏から紹介を受けて知り合った企業であり、

当社グループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」

に記載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１月中旬頃、同社に対して出資

を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事業展開及び今後の成長性について理解のもと、出資の申し入

れがあったため、割当予定先として選定いたしました。 

 

⑥髙森章一 

髙森章一氏は、当社代表取締役である佐藤類が新規事業の立ち上げを通して知り合った以前からの知人で

あり、不動産賃貸業及び売電事業を中心とした事業展開を行っている株式会社ティーエスの代表取締役であ

ると共に長期における企業経営及び投資経験があります。当社グループが、上記「３．調達する資金の額、

使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載のとおりの資金需要に対応するため、割

当先を検討する中で、2024 年１月上旬頃、同氏に対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事

業展開及び今後の成長性について理解のもと、同氏より出資の申し入れがあったため、割当予定先として選

定いたしました。 
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⑦浅原慎之輔 

浅原慎之輔氏は当社の創業メンバーであり、新規事業立ち上げの中核の従業員であります。2024 年１月上

旬頃、同氏に対して上記「２．募集の目的及び理由」に記載している旨を説明したところ、ご賛同を頂きま

した。また、同氏は創業時より当社事業の開発部門をけん引してきており、当社の業績回復及び財務体質の

改善に対する強い意欲を有していることから、割当予定先として選定いたしました。 

 

⑧有元佐康 

有元佐康氏は、映像制作事業を中心とした事業展開を行っている株式会社スカラベスタジオの代表取締役

であり、企業経営における豊富な経験があります。また、共通の知人である齋藤次郎氏を介して知り合った

当社代表取締役である佐藤類の知人であります。当社グループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び

支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検

討する中で、2024 年１月上旬頃、同氏に対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事業展開及

び今後の成長性について理解のもと、同氏より出資の申し入れがあったため、割当予定先として選定いたし

ました。 

 

⑨宇佐美亮 

宇佐美亮氏は、共通の知人である齋藤次郎氏を介して知り合った当社代表取締役である佐藤類の知人であ

ります。当社グループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体

的な使途」に記載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１月中旬頃、同氏に

対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事業展開及び今後の成長性について理解のもと、同

氏より出資の申し入れがあったため、割当予定先として選定いたしました。 

 

⑩市川将 

市川将氏は当社の創業メンバーであり、オンラインゲーム事業における中核の従業員であります。2024 年

１月中旬頃、同氏に対して上記「２．募集の目的及び理由」に記載している旨を説明したところ、ご賛同を

頂き、当社の企業価値を向上させる強い意欲を持っていることから、割当予定先として選定いたしました。 

 

⑪齋藤次郎 

齋藤次郎氏は、オンラインゲーム事業を中心とした事業展開を行っている株式会社ファイブゼロの代表取

締役であり、当社のオンラインゲーム事業における以前からの取引先であります。また、当社代表取締役で

ある佐藤類の知人であり、当社グループが、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調

達する資金の具体的な使途」に記載のとおりの資金需要に対応するため、割当先を検討する中で、2024 年１

月中旬頃、同氏に対して出資を検討頂けないか打診をしたところ、当社の事業展開及び今後の成長性につい

て理解のもと、同氏より出資の申し入れがあったため、割当予定先として選定いたしました。 

 

⑫齊藤徳也 

齊藤徳也氏は当社のオンラインゲーム事業における中核の従業員であります。2024 年１月上旬頃、同氏に

対して上記「２．募集の目的及び理由」に記載している旨を説明したところ、ご賛同を頂き、当社の企業価

値を向上させる強い意欲を持っていることから、割当予定先として選定いたしました。 
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⑬二田政士 

二田政士氏は当社の「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業及び新規事業における中核の従業員であ

ります。2024 年１月中旬頃、同氏に対して上記「２．募集の目的及び理由」に記載している旨を説明したと

ころ、ご賛同を頂き、当社の企業価値を向上させる強い意欲を持っていることから、割当予定先として選定

いたしました。 

 

⑭ロードランナー 

ロードランナーは、当社の代表取締役社長である佐藤類の資産管理会社であります。同社は、本株式の引

受けに要する資金を確保できることに加え、代表取締役社長である佐藤類が自ら資金を投じ、当社の中長期

的な業務改善のための措置を実行することは、当社の企業価値向上に資するものであると考えており、割当

予定先として選定いたしました。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

①マルカ、エンビリオン、GENDA、ピーナッツ・クラブ、ライジング・プラネット、髙森章一、浅原慎之輔、

有元佐康、宇佐美亮、市川将、齋藤次郎、齊藤徳也、二田政士 

本株式について、マルカ、エンビリオン、GENDA、ピーナッツ・クラブ、ライジング・プラネット、髙

森章一、浅原慎之輔、有元佐康、宇佐美亮、市川将、齋藤次郎、齊藤徳也及び二田政士からは、中長期的

に保有する方針であることに加え、東京証券取引所の定める譲渡の報告等を含めた各規制を遵守した上で

売却する予定である旨を口頭にて確認しておりますが、当社と各割当予定先との間で、継続保有及び預託

に関する取り決めはありません。 

 

②ロードランナー 

本株式について、長期保有の意向を口頭で表明しております。 

 

なお、当社は、各割当予定先が払込期日より２年以内に本株式を譲渡した場合には、直ちにその内容を当

社に書面にて報告する旨及び当社が当該内容を株式会社東京証券取引所に報告し、当該内容が公衆縦覧に供

されることに同意する旨の確約を得る予定です。また、当社の過去の第三者割当増資において、割当先が払

込期日より２年以内に株式を譲渡したことの報告が遅延したことがございましたが、再発防止のために、割

当予定先に対し、上記確約の内容について十分な説明を実施した上で、事前に割当予定先へ当社指定の証券

会社による口座開設及び運用を依頼し、割当予定先及び当該証券会社の各担当者との連絡方法を確立するこ

とに加え、当社からの定期的な確認連絡により、譲渡につき速やかに報告を実施する体制を構築する予定で

あります。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

①マルカ 

当社は、マルカとの間で締結する本買取契約において、マルカは本株式の払込金額の総額の払込みに要す

る資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、マルカの資産残高を銀行口座の預金

通帳（2024 年１月 16 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有していることを

確認しております。 
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②エンビリオン 

当社は、エンビリオンとの間で締結する本買取契約において、エンビリオンは本株式の払込金額の総額の

払込みに要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、エンビリオンの資産残

高が同社の職業紹介事業・労働者派遣事業による収益であることを確認すると共に、銀行口座の残高証明書

（2024 年１月 24 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有していることを確認

しております。さらに、当社は、エンビリオンの 100％株主である有田健人氏の資産残高を確認し、必要に

応じて同氏から融資を受けること等により払込に要する資金が確保できるものと判断いたしました。 

 

③GENDA 

当社は、GENDAとの間で締結する本買取契約において、GENDAは本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、GENDA の資産残高を 2023年 12 月 31 日

時点の貸借対照表により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有していることを確認しており

ます。 

 

④ピーナッツ・クラブ 

当社は、ピーナッツ・クラブとの間で締結する本買取契約において、ピーナッツ・クラブは本株式の払込

金額の総額の払込みに要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、ピーナッ

ツ・クラブの資産残高を銀行口座の預金通帳（2024 年１月 23 日時点）、及び財務諸表（2023 年８月 15 日時

点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有していることを確認しております。 

 

⑤ライジング・プラネット 

当社は、ライジング・プラネットとの間で締結する本買取契約において、ライジング・プラネットは本株

式の払込金額の総額の払込みに要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、

ライジング・プラネットの資産残高が同社の有価証券の運用やレンタル事業における収益であることを確認

すると共に、銀行口座の預金通帳（2024 年１月 29 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及

び預金を保有していることを確認しております。さらに、当社は、ライジング・プラネットの取締役である

三井慶満氏が株式会社エム・アイ・ディ ジャパン（2023 年９月度の売上高 182 億円）の代表取締役も兼任

していることから、必要に応じて同社から融資を受けること等により払込に要する資金が確保できるものと

判断いたしました。 

 

⑥髙森章一 

当社は、髙森章一との間で締結する本買取契約において、髙森章一は本株式の払込金額の総額の払込みに

要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、髙森章一氏の資産残高について、

同氏が代表取締役を務める株式会社ティーエスからの報酬等であることを確認すると共に銀行口座の預金通

帳（2024 年１月 23 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有していることを確

認しております。 

 

⑦浅原慎之輔 

当社は、浅原慎之輔との間で締結する本買取契約において、浅原慎之輔は本株式の払込金額の総額の払込

みに要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、浅原慎之輔氏の資産残高を

銀行口座の預金通帳（2024 年１月 24 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有

していることを確認しております。 
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⑧有元佐康 

当社は、有元佐康との間で締結する本買取契約において、有元佐康は本株式の払込金額の総額の払込みに

要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、有元佐康氏の資産残高について、

同氏が代表取締役を務める株式会社スカラベスタジオからの報酬等であることを確認すると共に銀行口座の

預金通帳（2024 年１月 25 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有しているこ

とを確認しております。 

 

⑨宇佐美亮 

当社は、宇佐美亮との間で締結する本買取契約において、宇佐美亮は本株式の払込金額の総額の払込みに

要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、宇佐美亮の資産残高を銀行口座

の預金通帳（2024 年１月 15 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有している

ことを確認しております。 

 

⑩市川将 

当社は、市川将との間で締結する本買取契約において、市川将は本株式の払込金額の総額の払込みに要す

る資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、市川将の資産残高を銀行口座の預金

通帳（2024 年１月 24 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有していることを

確認しております。 

 

⑪齋藤次郎 

当社は、齋藤次郎との間で締結する本買取契約において、齋藤次郎は本株式の払込金額の総額の払込みに

要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、齋藤次郎の資産残高について、

銀行口座の預金通帳（2024 年１月 25 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有

していることを確認しております。さらに、当社は、同氏が代表取締役を務める株式会社ファイブゼロの経

営成績を確認し、十分な営業利益を有していることから、必要に応じて同社から融資を受けること等により

払込に要する資金が確保できるものと判断いたしました。 

 

⑫齊藤徳也 

当社は、齊藤徳也との間で締結する本買取契約において、齊藤徳也は本株式の払込金額の総額の払込みに

要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、齊藤徳也氏の資産残高を銀行口

座の預金通帳（2024 年１月 26 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有してい

ることを確認しております。 

 

⑬二田政士 

当社は、二田政士との間で締結する本買取契約において、二田政士は本株式の払込金額の総額の払込みに

要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、二田政士の資産残高を銀行口座

の預金通帳（2024 年１月 25 日時点）により確認し、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有している

ことを確認しております。 
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⑭ロードランナー 

当社は、ロードランナーとの間で締結する本買取契約において、ロードランナーは本株式の払込金額の総

額の払込みに要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定です。また、当社は、ロードランナーの

資産残高を銀行口座の預金通帳（2024 年１月 25 日時点）により、預金残高が 29 百万円であることを確認し

ております。また、当社代表取締役である佐藤類より、自己資金 21百万円をロードランナーへ貸し付けた上

で本株式の払込にその資金を充当する旨の報告を受けており、本株式の引受けに必要な現金及び預金を保有

していると判断しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（2023年 11月 30日現在） 募集後 

佐藤 類 7.92％  佐藤 類 7.47％ 

大和田 豊 3.47％  ロードランナー株式会社 4.18％ 

ロードランナー株式会社 3.31％  大和田 豊 3.28％ 

楽天証券株式会社 2.12％  楽天証券株式会社 2.00％ 

浅原 慎之輔 1.71％  浅原 慎之輔 1.87％ 

山下 博 1.36％  山下 博 1.28％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 0.89％  マルカ株式会社 1.27％ 

片岡 勝広 0.80％  髙森 章一 1.27％ 

熊倉 宣裕 0.74％  ＪＰモルガン証券株式会社 0.84％ 

瀬尾 芳子 0.70％  片岡 勝広 0.75％ 

（注）１．大株主及び持株比率は 2023年 11月 30日現在の株主名簿上の株式数（自己株式を除きます。）に基

づき記載しております。 

２．「持株比率」は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

 

８．今後の見通し 

今回の調達資金を、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使

途」に記載の使途に充当することにより、中長期的な当社の企業価値向上及び業績拡大に資するものと考えて

おりますが、具体的に当社の業績に与える影響については精査中であります。今後、公表すべき事項が生じた

場合は速やかに開示いたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本株式の総数 698,500株に係る議決権数 6,985個については、当社の総議決権数 116,779個（2023年 11月

30 日現在）に占める割合が 5.98％であるものの、上記のとおり、第 39 回及び第 40 回新株予約権の目的とな

る株式の総数を合算した場合には当社の総議決権数の 25％以上となることから、東京証券取引所の定める有

価証券上場規程第 432条に基づき、①経営者から一定程度独立した者による当該割当の必要性及び相当性に関

する意見の入手又は②当該割当に係る株主総会決議等による株主の意思確認手続きのいずれかが必要となりま

す。 

当社は、本株式の発行による資金調達について、臨時株主総会の開催により株主の意思確認手続きを実施す

る場合、準備手続きに時間を要し、また相応のコストを伴うことから、総合的に勘案した結果、経営者から一
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定程度独立した特別委員会による本株式の発行の必要性及び相当性に関する意見を入手することといたしまし

た。 

このため、経営者から一定程度独立した者として、当社と利害関係のない清水真一郎弁護士（渥美坂井法律

事務所・外国法共同事業）、当社の社外取締役である鈴木都生氏及び当社の社外監査役である坂本衛氏の３名

によって構成される特別委員会（以下「本特別委員会」といいます。）を設置し、本株式の発行の必要性及び

相当性に関する客観的な意見を求め、以下の内容の意見書を 2024 年２月８日付で入手しております。なお、

本特別委員会の意見の概要は以下のとおりです。 

意見の結論 

第三者割当には必要性が認められ、その発行方法、発行条件及び割当予定先の選定はいずれも相当であり、

かつ、希薄化の規模も合理的な範囲内のものと認められる。 

結論に至った理由 

①必要性 

１ 近年の業績が大変厳しいものとなっていること 

当社が属するオンラインゲーム・ソーシャルゲーム業界では、近年、海外、特に中国向けのサービス

の堅調な成長が見受けられ、グローバルにユーザーの獲得競争が続いている状況にあるとのことである。

また、昨今では、当社グループの中核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」が属するオン

ラインクレーンゲームアプリへの他社参入による市場の拡大や環境の変化が進んだことによる事業戦略

の重要性が高まっている。 

 当社グループでは、リリースタイトルの収益改善を進めるべく、他社との差別化を図る施策及び削減

可能なコストの洗出しによる収益基盤の構築に努めているものの、当社グループの業績は、2023 年５

月期まで３期連続して重要な連結営業損失、連結経常損失及び親会社株式に帰属する当期純損失を計上

し、2024 年５月期第２四半期連結累計期間においては、重要な連結営業損失９億 900 万円、連結経常

損失９億 100万円、親会社株式に帰属する四半期純損失８億 4,800万円を計上しており、継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、2024 年５月期第２四半期連

結累計期間末時点において継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると評価されるなど、大

変厳しい状況が続いている。 

 

２ 資金調達が効率的に進んでいないこと 

 当社グループでは、中核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」の事業拡大を中心とした

その他の既存及び新規プロジェクトへの投資による事業の成長と収益性の向上のため、2022 年５月 27

日付「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」、2023 年１月 20 日付「第三者割当による第

１回無担保転換社債型新株予約権付社債並びに行使価額修正条項付第 37回及び第 38回新株予約権の発

行に関するお知らせ」、及び 2023 年 10 月 20 日付「第三者割当による行使価額修正条項付第 39 回及び

第 40 回新株予約権の発行並びに第三者割当て契約の締結に関するお知らせ」で公表したとおり、以前

よりエクイティ・ファイナンスによる資金調達を行ってきた。 

しかし、売上高及び利益面で当初予定していたほどの向上には至らず、業績低迷等を背景とした当社

株価の下落を招いており、その結果、株価が上記新株予約権の行使株価に届かず、十分な資金調達が進

んでいない。 

 

３ 業績の回復及び新規タイトルにおける売上収益の確保による収益性の安定化が急務であること 
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 当社は、速やかな財務体質の改善及び円滑な資金調達を実現し、既存タイトルの業績回復及び拡大並

びに新規タイトルにおける売上収益の確保による収益性の安定化に向けて、可及的速やかに、かつ、確

実な方法で、以下の資金を用意する必要に迫られているとのことである。 

 当社の説明によれば、「オンラインクレーンゲーム・トレバ」では、ユーザーの呼戻しや新たな顧客

層への認知度を高めていくため、収益貢献へ繋がる蓋然性が高い人気 IP 景品の取扱いを含めた景品仕

入予算の増加及び国内外プロモーション活動予算の増加といった施策を行うのに２億円程度の資金が必

要とのことである。 

また、既存タイトルである「テラビット」については、効果的なプロモーション活動による顧客層の

拡大とユーザー数の増加のため、ゲーム内における様々なコンテンツの追加開発に加えて、著名なイン

フルエンサーとのコラボ等の施策を行うのに 1,000万円程度が必要とのことである。 

さらに、スマートフォン向け新規タイトルである「BLACK STELLA PTOLOMEA」については、2023年 11

月 30 日に配信を開始したものの、接続の問題等による不具合が発生したことに伴い、安定的な提供に

向け、大幅なメンテナンスによる大規模な改修及び品質テストを実施し、また、再リリースの際、ス

トーリー及び機能面での追加要素を実装することを予定しており、そのため、既存ユーザーだけでなく

広く集客をするため、再リリースに合わせたプロモーション活動等の施策を実施したく、それに 1,000

万円程度が必要とのことである。 

 

４ 本第三者割当の必要性 

 上記の各施策は、いずれも既存タイトルの業績回復及び拡大並びに新規タイトルにおける売上収益の

確保による収益性の安定化を目指すために必要であり、これらの資金需要に充てるべき合計約２億

2,000 万円の資金調達を、可及的速やかに、かつ、確実な方法で行う必要性に迫られているという当社

の見解には合理性があるといえる。 

付言すると、本第三者割当の割当予定先のうち、GENDA は当社と同様にオンラインクレーンゲーム

サービスを運営する上場企業であり、また、マルカ及びピーナッツ・クラブは、いずれも従前からの当

社の取引先とのことである。当社は、本第三者割当の実施に合わせて、GENDA 及び同グループ会社との

間でそれぞれ資本業務提携契約を締結し、また、2024 年２月中旬には、マルカ及びピーナッツ・クラ

ブ並びにそれらのグループ会社との間で同様の契約を締結する予定と聞いている。後述のとおり、この

資本業務提携により、GENDA 及びそのグループ会社との間ではオンラインクレーンゲームサービスの分

野を中心として、マルカ及びピーナッツ・クラブ並びにそれらのグループ会社との間では「オンライン

クレーンゲーム・トレバ」事業における景品仕入業務の分野で、それぞれ互いの強みを共有することに

よる相乗効果が期待される。すなわち、本第三者割当は、当社の成長のために不可欠な各施策に必要な

資金調達の目的を達成するだけでなく、上記各社との資本業務提携による更なる企業価値の向上を図る

ことができるので、その意味でも、本第三者割当を実施する必要性が認められる。 

 

②相当性 

１ 発行方法の相当性（他の資金調達手段との比較） 

一般的に、資金調達の方法としては、第三者割当増資のほかに、銀行借入、社債の発行、転換社債型

新株予約権の発行、公募増資等があり得るものの、以下のとおり、可及的速やかに確実な方法を選択す

べきであること、調達資金の使途や、経営体質改善に向けた過去の当社の取組み状況等に加え、割当先

との資本業務提携による相乗効果が具体的に期待できること等からすると、本件資金需要のための資金

調達の方法として、本第三者割当を選択することは相当と認められる。 
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（１）銀行借入、社債の発行 

当社グループは、2023年５月期まで３期連続して重要な連結営業損失、連結経常損失及び親会

社株式に帰属する当期純損失を計上し、2024年５月期第２四半期連結累計期間においては、重要

な連結営業損失９億 900万円、連結経常損失９億 100万円、親会社株式に帰属する四半期純損失８

億 4,800万円を計上している。当社からは、複数の銀行と折衝したものの、業績低迷により、まと

まった金額の融資を受けるのは困難であった旨説明を受けており、銀行借入という選択肢をとれな

かったことはやむを得ないものと認められる。 

また、上記の各施策は、業績低迷下で中長期的な経営基盤や競争力の強化を図るものであるから、

その投資回収は長期にわたる可能性があるのに対し、銀行借入や社債の発行による資金調達の場

合、短期的に利息を支払う必要があり、財務体質の弱い当社にとって、本件資金需要のための資金

調達の方法として適当とはいえない。 

 

（２）転換社債型新株予約権 

転換社債型新株予約権は、転換が進まない場合に十分な資金調達をすることができないことに

加え、償還時点で必要となる返済資金を確保できるかも不透明であり、可及的速やかに、かつ、確

実な方法で資金需要を満たす必要性が高い資金調達には不向きである。 

 

（３） 公募増資等 

公募増資は、一般的に株式発行までの準備期間が長く、また、株主割当増資では応募率の予測

が困難であるのに対し、当社はこれまでの資金調達が功奏していない状況にあり、かつ、できるだ

け早期に資金調達することが当社の企業価値向上に資することからすれば、公募増資は本資金需要

のための資金調達方法として適当とはいえない。 

 

（４） 本第三者割当 

上記の各施策は、必要となる金額、実施スケジュールが決まっており、短期間のうちに必要な

資金を確実に調達すべきであるところ、本第三者割当は、既に割当予定先が揃っており、その要請

を満たす方法である。加えて、本第三者割当は、割当予定先の一部との資本業務提携によって更な

る企業価値の向上を図ることが期待できる。したがって、他の資金調達手段と比して、本第三者割

当は、本件資金需要のための資金調達の方法として相当と認められる。 

 

２ 発行条件の相当性 

当社は、本第三者割当において、ロードランナー以外の割当予定先に対して発行する新株である本

株式①の発行価額を取締役会決議予定日前日の 2024年２月８日の東京証券取引所における当社株式

の終値とし（ディスカウントなし）、ロードランナーに対して発行する新株である本株式②の発行価

額を取締役会決議予定日前日の 2024年２月８日の東京証券取引所における当社株式の終値の 120％

に相当する金額とする予定とのことである。 

この点、直近６か月の当社の株価の推移を見ると、概ね下落傾向が続いているところであるが、直

近１か月で見るとやや上昇を見せている。そうすると、上記取締役会決議予定日前日の終値を発行価

額算定の基準とすることについて、特に低い株価を設定しようというような不合理な事情・意図性は

認められない。 

また、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」では、第三者割当による株式の

発行を行う場合の払込価額につき、原則として、「株式の発行に係る取締役会決議の直前日の価額

（直前日における売買がない場合は、当該直前日からさかのぼった直近日の価額）に 0.9を乗じた額

以上の価額」とすることが要請されているところ、本第三者割当における発行価額は、本株式①及び

本株式②いずれについても、上記指針の要請を満たしている。 

したがって、本第三者割当における発行価額は、「特に有利な金額」（会社法第 199条第３項）に該

当しないと認められ、適法かつ相当と認めた。 
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３ 割当予定先選定の相当性 

 

（１）マルカについて 

マルカ（非上場）は、株式会社ＭＧＭを大株主として、玩具及び雑貨の企画販売、玩具花火の

企画販売、業務用ゲーム機器及び景品の企画販売を行っているとのことである。同社は、当社の中

核事業である「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業にとって重要である景品仕入業務におけ

る仕入先会社であり、当社の主要な取引先及び重要なビジネスパートナーである。 

そして、当社は、同社との間で、資本業務提携に向けた交渉を継続してきた結果、オンライン

クレーンゲームサービスの販促協力及び物販に関する商品企画、製造、販促協力並びに新規事業の

検討及び共同実施に係る事業における相互の競争力向上及び取引の強化・拡充を目的として、本年

２月中旬に資本業務提携契約を締結する予定と聞いており、同社は、当社の中長期的な企業価値の

向上に資する割当予定先といえる。 

当社は、同社の 2024年１月 15日時点における預金取引明細書の提出を受け、同社が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同社との間で締結する本買取契約において、同社は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であるとのことであるから、本第三者割当に係る払

込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（２）エンビリオンについて 

エンビリオン（非上場）は、職業紹介事業及び労働者派遣事業を営む会社であり、当社は、同

社から管理系人員の派遣等を受けるなど、緊密な関係をしているとのことである。  

当社は、同社の 2024年１月 24日時点における預金の残高証明書等の提出を受け、同社が本第

三者割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当

社は、同社との間で締結する本買取契約において、同社は本株式の払込金額の総額の払込みに要す

る資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも円

滑に実行されると考えられる。 

 

（３）GENDAについて 

GENDAは、GENDAグループに属するグループ企業の持ち株会社であり、東証グロース市場に上場

する株式会社である（コード番号 9166）。 

GENDAグループは、「世界中の人々の人生をより楽しく」という Aspirationの実現のため、グ

ローバルにエンターテイメントのネットワークを構築し、オンラインクレーンゲームをはじめとし

たアミューズメント事業等を展開している一方、当社グループは、設立以降、「世界中を楽しくす

るエンターテイメントを世に送り出す」という信念をもって、世界中の人々が、言語の違い、物理

的な距離を乗り越えて楽しめる仕組みとコンテンツがネットワークゲームであると考え、「オンラ

インクレーンゲーム・トレバ」を中核事業として、オンラインゲーム・ソーシャルゲームサービス

の提供等の事業を展開している。そのため、当社と同社は、同様にアミューズメント事業、とりわ

けオンラインクレーンゲームをはじめとしたオンラインゲーム・ソーシャルゲームサービスの提供

を営む会社であり、事業の中核分野での親和性が極めて高いと考えられる。 

そして、当社は、同社との間で、資本業務提携に向けた交渉を継続してきた結果、オンライン

クレーンゲーム及びオンラインゲームサービスの協業並びに新規事業の検討及び共同実施に係る事

業における相互の競争力向上及び取引の強化・拡充を目的として、資本業務提携契約を締結する合

意に至っているとのことであるから、同社は、当社の中長期的な企業価値の向上に資する割当予定

先と認められる。 

当社は、同社の 2023年 12月期の貸借対照表の提出を受け、同社が同期末時点において本第三

者割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社
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は、同社との間で締結する本買取契約において、同社は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であるとのことであるから、本第三者割当に係る払

込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（４）ピーナッツ・クラブについて 

ピーナッツ・クラブ（非上場）は、株式会社ピーナッツクラブホールディングスの完全子会社

であり、アミューズメント施設向け雑貨・玩具などの企画・製作・販売、カプセルトイの販売、量

販店への販売、オンラインクレーン事業の運営を行っている。そして、同社は、当社の中核事業で

ある「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業において、重要な景品仕入業務における仕入先に

あたる会社であり、当社の主要な取引先及び重要なビジネスパートナーであり、従前から緊密な関

係をしているとのことである。 

当社は、同社との間で、オンラインクレーンゲームサービスの販促協力及び物販に関する商品

企画、製造、販促協力並びに新規事業の検討及び共同実施に係る事業における相互の競争力向上及

び取引の強化・拡充を目的として、２月中旬に資本業務提携契約を締結する予定であるとのことで

あり、同社は当社の中長期的な企業価値の向上に資する割当予定先といえる。 

当社は、同社の 2024年１月 23日時点における預金の残高照会の提出を受け、同社が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同社との間で締結する本買取契約において、同社は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であるとのことであるから、本第三者割当に係る払

込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（５）ライジング・プラネットについて 

ライジング・プラネット（非上場）は、設備機器の販売及びレンタル事業、有価証券の保有及

び運用を営む会社であり、本件の資金調達にあたり、後記齋藤次郎氏から紹介を受けて知り合った

会社とのことである。 

当社は、同社の 2024年１月 29日時点における預金の残高照会の提出を受け、同社が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同社との間で締結する本買取契約において、同社は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも円滑

に実行されると考えられる。 

 

（６）髙森章一氏について 

髙森章一氏は、当社代表取締役の古くからの知人であり、当社代表取締役からの出資の打診に

対し賛同したものと聞いている。 

当社は、髙森氏の 2024年１月 23日時点における預金通帳の写しの提出を受け、同人が本第三

者割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であるとのことであるから、本第三者割当に係る払

込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（７）浅原慎之輔氏について 

浅原慎之輔氏は、当社創業メンバーの一人であり、現在でも当社の中核をなす従業員と聞いて

いる。また、同人は、創業時より当社事業の開発部門をけん引してきており、当社の業績回復及び

財務体質の改善に対する強い意欲を有しているとのことであり、割当先とすることで、より強い意

欲をもって業務に取り組むことで当社の業績回復及び財務体質の改善に資すると考えられる。 

当社は、同人の 2024年１月 18日時点における預金残高証明書の提出を受け、同人が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社
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は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であるとのことであるから、本第三者割当に係る払

込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（８）有元佐康氏について 

有元佐康氏は、ゲーム開発を行う株式会社スカラベスタジオの代表取締役であり、また、いず

れもゲーム開発を行う株式会社オカキチ、JPGAMES株式会社、株式会社コメットークの取締役であ

る。同人は、本第三者割当にあたり、当社代表取締役が後記齋藤次郎氏から紹介を受けて知り合っ

た人物とのことである。 

当社は、同人の 2024年１月 25日時点における預金通帳の写しの提出を受け、同人が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であるとのことであるから、本第三者割当に係る払

込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（９）宇佐美亮氏について 

宇佐美亮氏は、ソーシャルゲーム開発を行う株式会社コメットークの代表取締役である。ま

た、同人は、本第三者割当にあたり、後記齋藤次郎氏から紹介を受けて知り合った人物とのことで

ある。 

当社は、同人の 2024年１月 15日時点における預金通帳の写しの提出を受け、同人が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも円滑

に実行されると考えられる。 

 

（10）市川将氏について 

市川将氏は、当社の創業メンバーの一人であり、オンラインゲーム事業における中核の従業員

とのことである。同人は、当社の業績回復及び財務体質の改善に対する強い意欲を有していること

から、割当先とすることで、より強い意欲をもって業務に取り組むことで当社の業績回復及び財務

体質の改善に資すると考えられる。 

当社は、同人の 2024年１月 31日時点における預金通帳の写しの提出を受け、同人が本第三者

割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも円滑

に実行されると考えられる。 

 

（11）齋藤次郎氏について 

齋藤次郎氏は、オンラインゲームサービスを提供する株式会社ファイブゼロの代表取締役であ

るが、同人と当社代表取締役は従前から緊密な関係を持ち、当社は、株式会社ファイブゼロとア

ミューズメントに関連する景品仕入れなどの取引を行っていると聞いている。また、同人は、ア

ミューズメントやシステム開発系の業界に長いつながりがあり、同業界に広い人脈を有していると

のことであり、本第三者割当の実現にあたって、当社代表取締役が割当先候補者を複数紹介いただ

いたとのことである。 

当社は、同人の預金通帳の写しの提出を受け、同人が本第三者割当に係る払込みに向けた十分

な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社は、同人との間で締結する本買取

契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する資金を確保している旨の表明保証

を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも円滑に実行されると考えられる。 
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（12）齊藤徳也氏について 

齊藤徳也氏は、当社のオンラインゲーム事業における中核の従業員であり、当社の業績回復及

び財務体質の改善に対する強い意欲を有していることから、割当先とすることで、より強い意欲を

もって業務に取り組むことで当社の業績回復及び財務体質の改善に資すると考えられる。 

また、当社は、同人の 2024年１月 31日時点における預金の入出金明細等の提出を受け、同人

が本第三者割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。ま

た、当社は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込み

に要する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定とのことであるから、本第三者割当に係る

払込みも円滑に実行されると考えられる。 

 

（13）二田政士氏について 

二田政士氏は、当社の「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業及び新規事業における中核

の従業員であり、当社の業績回復及び財務体質の改善に対する強い意欲を有していることから、割

当先とすることで、より強い意欲をもって業務に取り組むことで当社の業績回復及び財務体質の改

善に資すると考えられる。 

また、当社は、同人の 2024年１月 31日時点における預金通帳の写しの提出を受け、同人が本第三

者割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、当社

は、同人との間で締結する本買取契約において、同人は本株式の払込金額の総額の払込みに要する

資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも円滑

に実行されると考えられる。 

 

（14）ロードランナーについて 

ロードランナーは、当社の代表取締役社長の資産管理会社である。 

当社は、同社から 2023年３月 31日時点における貸借対照表の提出を受けるとともに、2024年

１月 25日時点における預金の残高照会の提出を受け、同社の有する現預金の額を確認済みとのこ

とである。また、同社は、2024年２月 15日付で当社代表取締役との間で、金銭消費貸借契約を締

結し、これらの資金を本第三者割当に係る払込みに充てる予定とのことであり、当社は、同社が本

第三者割当に係る払込みに向けた十分な資力を有していることを確認済みとのことである。また、

当社は、同社との間で締結する本買取契約において、同社は本株式の払込金額の総額の払込みに要

する資金を確保している旨の表明保証を受ける予定であることから、本第三者割当に係る払込みも

円滑に実行されると考えられる。 

 

以上より、当社が、本第三者割当の割当予定先として、上記各会社及び個人を選定したことは

相当である。 

 

③ 希薄化規模の合理性 

１ 本第三者割当は、その実施により、当社株式の価値につき、26.10％の希薄化を生じさせる。 

これにより、一般的には、株主総会における議決権行使等の影響を及ぼすことになり、また、

株価を下落させる要因になる可能性が否定できない。 

２ しかし、本第三者割当に先立つ資金需要として合計約２億 2,000万円が必要とのことであり、

当社の業績低迷が続いていることを考慮すると、その程度の金額を調達するためにやむをえず大規

模な希薄化を招く第三者割当を実施することも合理的判断の範囲内といえる。 

 また、これらの施策を行うことによって、業績が回復して当社の株価が上昇し維持されれば、未

だ行使されないままの上記新株予約権の行使が推進され、結果として、更なる資金調達が可能とな

ることも考えられる。逆に言うと、十分な業績回復を見込める程度・規模の資金調達でなければ、

その効果を期待することもできないのであって、その意味でも、本第三者割当の程度の希薄化は合
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理的判断の範囲内といえる。 

 そして、業績回復・維持と新株予約権の行使による資金調達が実現することは、長期的視点に立

てば、既存株主にとっても歓迎すべきと考えることもできる。 

３ なお、当社の 2024年５月期第２四半期決算短信における四半期連結貸借対照表によれば、同

期末における現預金が 12億 8,300万円であった旨記載されていることから、上記各施策による資

金需要の全部又は一部を自己資金で捻出することができないかと考えられる。 

しかしながら、当社の説明によれば、2024年５月期第２四半期決算短信のとおり、第２四半期

連結会計期間末における現金及び現金同等物は、主に営業活動の悪化により、前連結会計年度末に

比べ９億 4,800万円減少して 12億 1,100万円となったという。そして、当社グループの経営が悪

化している状況及び当社のこれまでの資金調達が功奏していないことを踏まえると、当分の間、当

社の現預金が減少していくという事態にも備えなければならないことが予想され、企業活動を最低

限維持させるためにも、この自己資金を使って上記各施策を行うことは避けたいとのことであっ

た。また、当社からの説明によれば、新たな銀行融資を受けることも容易ではないことから、季節

要因を含め、一定の運転資金を確保しておくことが必要であるとのことであり、これらの説明は首

肯できるものと認められる。 

加えて、本件の割当予定先は、当社代表取締役社長の資産管理会社、当社従業員のほか、当社

代表取締役の知人が多く、当社の業績及び株価の回復・維持によって新株予約権の行使による資金

調達を推進させたいという当社の立場を理解した上で、本第三者割当により取得する当社株式を中

長期的に保有する方針とのことであり、そのような状況からすれば、本第三者割当で発行される株

式が短期的に株式市場に流出して、株価に影響を与え、既存株主に悪影響を与える事態には至らな

いと合理的に期待されるものと認められた。 

 

以上のとおりであるから、本第三者割当により、当社の中長期的な企業価値の向上を具体的に期待す

ることができるのに対して、本第三者割当による希薄化に伴う既存株主への悪影響の程度は限定的とい

えるから、希薄化の規模は合理的な範囲内のものと認められる。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） （単位：百万円） 

 2021年５月期 2022年５月期 2023年５月期 

売 上 高 12,193 7,416 4,057 

営 業 損 失 （ △ ） △812 △1,353 △1,158 

経 常 損 失 （ △ ） △923 △1,488 △1,255 

親会社株主に帰属する当期純損

失 （ △ ） 
△1,156 △2,097 △1,380 

１株当たり純資産額（円） 454.95 216.66 184.13 

１ 株 当 た り 配 当 額 （ 円 ） － － － 

１株当たり当期純損失（△）

（ 円 ） 
△147.00 △258.98 △126.98 

（注）売上高には消費税等を含めておりません。 
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2023年 12月 31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 11,682,982株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
2,703,900株 23.14％ 

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
2,703,900株 23.14％ 

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

（注）上記潜在株式は、第 38 回、第 39 回及び第 40 回新株予約権、並びにストックオプションによるもので

す。 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2011年５月期 2022年５月期 2023年５月期 

始  値 1,458円 699円 585円 

高  値 1,487円 768円 1,257円 

安  値 664円 325円 440円 

終  値 699円 595円 465円 

（注）各株価は、2022 年４月３日までは東京証券取引所市場第二部、2022 年４月４日以降は東京証券取引所

スタンダード市場におけるものであります。 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2023年 

９月 
10月 11月 12月 

2024年 

１月 
２月 

始  値 419円 398円 328円 331円 282円 317円 

高  値 437円 401円 371円 372円 343円 340円 

安  値 389円 297円 318円 269円 238円 285円 

終  値 401円 324円 335円 283円 316円 317円 

（注）2024年２月の株価については、2024年２月８日現在で表示しております。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 2024年２月８日 

始  値 324円 

高  値 334円 

安  値 313円 

終  値 317円 
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

第三者割当による第 35回及び第 36回新株予約権の発行 

割 当 日 2021年９月 24日 

発 行 新 株 予 約 権 数 

19,500個 

第 35回新株予約権 10,000個 

第 36回新株予約権 9,500個 

発 行 価 額 
総額 5,628,000 円（第 35 回新株予約権１個当たり 331 円、第 36 回新株予

約権１個当たり 244円） 

発 行 時 に お け る 

調 達 予 定 資 金 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 

1,805,628,000円（差引手取概算額：1,798,628,000円） 

（内訳） 新株予約権発行分：5,628,000円 

新株予約権行使分：1,800,000,000円 

割 当 先 マッコーリー・バンク・リミテッド 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
7,866,901株 

当 該 募 集 に よ る 

潜 在 株 式 数 

1,950,000株 

第 35回新株予約権 1,000,000株 

第 36回新株予約権 950,000株 

現 時 点 に お け る 

行 使 状 況 

第 35回新株予約権 全て行使済み 

第 36回新株予約権 全て行使済み 

現 時 点 に お け る 

調 達 し た 資 金 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 

924,456,000円（差引手取概算額：917,456,000円） 

（内訳）新株予約権発行分：5,628,000円 

新株予約権行使分：918,828,000円 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① 「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業への投資 

② 新規タイトルに係るプロモーション費用 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
2021年 10月～2022年３月 

現時点における資金の 

充 当 状 況 

①「オンラインクレーンゲーム・トレバ」事業への投資における景品仕入

費用及びプロモーション費用へ 917百万円充当しております。 

 

第三者割当による新株式の発行 

割 当 日 2022年６月 14日 

発 行 新 株 式 数 普通株式 986,841株 

発 行 価 額 １株につき 456円 

資 金 調 達 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 
446,499,496円 

割 当 先 

ロードランナー株式会社 767,543株 

株式会社 Blue Rock 109,649株 

Asset Management Suite株式会社 109,649株 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
8,816,901株 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① 既存事業「オンラインクレーンゲーム・トレバ」の収益性の強化のた

めの事業所の撤退に伴う原状回復費用等 

② 新規タイトルのプロモーション費用 

③ 新規プロジェクトの発足に係る人件費及び諸経費 
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発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
2022年６月～2022年 11月 

変 更 後 の 

支 出 予 定 時 期 
2022年６月～2023年６月 

現時点における資金の 

充 当 状 況 

① 既存事業「オンラインクレーンゲーム・トレバ」の収益性の強化のた

めの事業所の撤退に伴う原状回復費用等へ 40 百万円充当しておりま

す。 

② 新規タイトルのプロモーション費用へ 280百万円充当しております。 

③ 新規プロジェクトの発足に係る人件費及び諸経費へ 126 百万円充当し

ております。 

（注）当社は、2023年１月 16日開催の当社取締役会において、調達資金の充当予定時期を変更すること

を決議しました。詳細は、同日付の「調達資金の支出予定時期の変更に関するお知らせ」をご参

照ください。 

 

第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

払 込 期 日 2023年２月６日 

調 達 資 金 の 額 400,000,000円 

転 換 価 額 当初転換価額：１株当たり 580円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
10,803,742株 

割 当 先 マッコーリー・バンク・リミテッド 

当 該 募 集 に よ る 

潜 在 株 式 数 

当初転換価額（580円）における潜在株式数：689,655株 

下限転換価額（332円）における潜在株式数：1,238,390株 

現 時 点 に お け る 

転 換 状 況 

転換済株式数：517,240株 

（残高 ０円、転換価額 300,000,000円） 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① 新規タイトル及び新サービス開始に係る追加開発費用 

② 子会社におけるオンラインクレーンゲーム運営受託事業の開発費用及

び運転資金 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
2023年２月～2023年 11月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

①新規タイトル及び新サービス開始に係る追加開発費用へ 356 百万円充当

しております。 

なお、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債については、2023年 10月

20 日付の「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び行使価額修正条

項付第 37 回新株予約権の買入れ及び消却に関するお知らせ」及び 2023 年

11 月６日付の「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び行使価額修

正条項付第 37 回新株予約権の買入れ及び消却完了に関するお知らせ」にて

公表いたしましたとおり、2023年 11月６日に残高全額の買入れを実施し、

その後直ちに消却いたしました。 

 

第三者割当による第 37回及び第 38回新株予約権の発行 

割 当 日 2023年２月６日 

発 行 新 株 予 約 権 数 

9,000個 

第 37回新株予約権 6,000個 

第 38回新株予約権 3,000個 

発 行 価 額 
総額 1,380,000 円（第 37 回新株予約権１個当たり 192 円、第 38 回新株予

約権１個当たり 76円） 
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発 行 時 に お け る 

調 達 予 定 資 金 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 

601,380,000円（差引手取概算額：594,380,000円） 

（内訳） 新株予約権発行分：1,380,000円 

新株予約権行使分：600,000,000円 

割 当 先 マッコーリー・バンク・リミテッド 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
10,803,742株 

当 該 募 集 に よ る 

潜 在 株 式 数 

900,000株 

第 37回新株予約権 600,000株 

第 38回新株予約権 300,000株 

現 時 点 に お け る 

行 使 状 況 

第 37回新株予約権 362,000株 

第 38回新株予約権 ０株 

現 時 点 に お け る 

調 達 し た 資 金 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 

218,580,000円（差引手取概算額：211,580,000円） 

（内訳）新株予約権発行分：1,380,000円 

新株予約権行使分：０円 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① 新規タイトル及び新サービス開始に係る追加開発費用 

② 子会社におけるオンラインクレーンゲーム運営受託事業の開発費用及

び運転資金 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
2023年２月～2023年 11月 

現時点における資金の 

充 当 状 況 

②子会社におけるオンラインクレーンゲーム運営受託事業の開発費用及び

運転資金へ 155百万円充当しております。 

なお、第 37回新株予約権については、2023年 10月 20日付の「第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債及び行使価額修正条項付第 37 回新株予約権

の買入れ及び消却に関するお知らせ」及び 2023 年 11 月６日付の「第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債及び行使価額修正条項付第 37 回新株予

約権の買入れ及び消却完了に関するお知らせ」にて公表いたしましたとお

り、2023年 11月６日にその全てについて買入れを実施し、その後直ちに消

却いたしました。 

 

第三者割当による第 39回及び第 40回新株予約権の発行 

割 当 日 2023年 11月６日 

発 行 新 株 予 約 権 数 

23,500個 

第 39回新株予約権 17,500個 

第 40回新株予約権 6,000個 

発 行 価 額 
総額 3,312,000 円（第 39 回新株予約権１個当たり 144 円、第 40 回新株予

約権１個当たり 132円） 

発 行 時 に お け る 

調 達 予 定 資 金 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 

1,003,312,000円（差引手取概算額：996,312,000円） 

（内訳） 新株予約権発行分：3,312,000円 

新株予約権行使分：1,000,000,000円 

割 当 先 DIC投資事業組合 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
11,682,982株 

当 該 募 集 に よ る 

潜 在 株 式 数 

2,350,000株 

第 39回新株予約権 1,750,000株 

第 40回新株予約権 600,000株 

現 時 点 に お け る 

行 使 状 況 

第 39回新株予約権 ０株 

第 40回新株予約権 ０株 
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現 時 点 に お け る 

調 達 し た 資 金 の 額 

（ 差 引 手 取 概 算 額 ） 

現時点まで新株予約権の行使が進んでいないため、調達金額はありませ

ん。 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① オンラインクレーンゲームの中国市場への展開に係る費用 

② 新規タイトル及び既存タイトルの開発費用 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
2023年11月～2024年10月 

現時点における資金の 

充 当 状 況 

現時点まで新株予約権の行使が進んでいないため、調達金額はありませ

ん。 

 

以 上 
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別紙１ 

サイバーステップ株式会社 
新株式発行要項 

 

１．募集株式の種類及び数 

 普通株式 567,300株 

２．募集株式の払込金額 

１株当たり 317円 

３．払込金額の総額 

179,834,100円 

４．申込期日 

 2024年２月 26日 

５．払込期間 

 2024年２月 27日から 2024年２月 29日まで 

６．増加する資本金及び資本準備金の額 

増加する資本金の額：89,917,050円 

増加する資本準備金の額：89,917,050円 

７．募集及び割当の方法 

 第三者割当の方法により、すべての新株式を以下のとおり割り当てる。 

マルカ株式会社 157,700株 

エンビリオン株式会社 31,500株 

株式会社 GENDA 31,500株 

株式会社ピーナッツ・クラブ 31,500株 

株式会社ライジング・プラネット 31,500株 

髙森章一 157,700株 

浅原慎之輔 31,500株 

有元佐康 31,500株 

宇佐美亮 31,500株 

市川将 9,400株 

齋藤次郎 9,400株 

齊藤徳也 6,300株 

二田政士 6,300株 

８．払込取扱場所 

 三井住友信託銀行 本店営業部 

９．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必

要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他新株式発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

以  上 
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別紙２ 

サイバーステップ株式会社 
新株式発行要項 

 

１．募集株式の種類及び数 

 普通株式 131,200株 

２．募集株式の払込金額 

１株当たり 381円 

３．払込金額の総額 

49,987,200円 

４．申込期日 

 2024年２月 26日 

５．払込期間 

 2024年２月 27日から 2024年２月 29日まで 

６．増加する資本金及び資本準備金の額 

増加する資本金の額：24,993,600円 

増加する資本準備金の額：24,993,600円 

７．募集及び割当の方法 

 第三者割当の方法により、すべての新株式をロードランナー株式会社に割り当てる。 

８．払込取扱場所 

 三井住友信託銀行 本店営業部 

９．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必

要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他新株式発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

以  上 

 

 


